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シリーズ

　

多
く
の
地
方
自
治
体
で
は
、

税
収
だ
け
で
は
行
政
経
費
を
賄

ま
か
な

う
こ
と
が
で
き
ず
、
ま
た
そ
の
置

か
れ
て
い
る
状
況
に
よ
っ

て
収
入
に
大
き
な
差
が
生

じ
ま
す
。
こ
の
財
源
の
不

均
衡
を
解
消
し
、
各
地
方

自
治
体
が
標
準
的
な
行
政

サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
た

め
に
必
要
な
お
金
を
保
障

す
る
仕
組
み
が
地
方
交
付

税
制
度
で
す
。

　
地
方
交
付
税
は
「
普
通

交
付
税
」
と
「
特
別
交
付

税
」
の
２
種
類
が
あ
り
、

毎
年
交
付
さ
れ
ま
す
。
普

通
交
付
税
は
、
日
々
の
行

政
運
営
に
必
要
な
経
費

（
標
準
的
な
財
政
需
要
）

に
対
す
る
収
入
不
足
額
（
財
源

不
足
額
）
に
見
合
う
額
が
交
付

さ
れ
ま
す
。　

　
市
町
村
合
併
は
、
一
般
的
に
さ

ま
ざ
ま
な
経
費
の
節
減
が
図
ら

れ
る
と
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、

普
通
交
付
税
は
減
少
す
る
こ
と

に
な
り
ま
す
。
た
だ
し
、
合
併

直
後
か
ら
行
政
経
費
が
節
減
で

き
る
も
の
で
は
な
い
た
め
、
合
併

後
10
年
間
（
４
月
１
日
合
併
の

場
合
は
11
年
間
）
は
、
合
併
前

の
旧
市
町
村
が
存
続
す
る
も
の

と
し
て
算
定
し
た
額
（
合
併
算

定
替
）
が
交
付
さ
れ
る
こ
と
に
な

り
ま
す
。

　

本
市
も
こ
の
特
例
措
置
が
適

用
さ
れ
て
い
ま
す
が
、
こ
の
適
用

期
間
は
平
成
26
年
度
ま
で
。
そ

れ
以
降
は
段
階
的
に
減
少
し
、
平

成
32
年
度
か
ら
は
本
市
本
来
の

額
に
な
り
ま
す
（
右
下
グ
ラ
フ
）。

　

今
年
度
の
合
併
算
定
替
に
よ

る
普
通
交
付
税
の
増
加
額
は
、

約
31
億
円
と
な
っ
て
い
ま
す
（
左

グ
ラ
フ
）。
普
通
交
付
税
の
算
定

基
準
は
毎
年
度
変
更
さ
れ
る
た

め
、
合
併
算
定
替
の
額
も
年
度
に

よ
っ
て
増
減
し
ま
す
が
、
今
年
度

の
増
加
額
を
基
準
と
し
た
場
合
、

平
成
27
年
度
か
ら
約
31
億
円
が

減
少
。
平
成
23
年
度
の
一
般
会
計

収
入
決
算
額
（
３
３
７
億
８
千
万

円
）
で
見
た
場
合
、
約
１
割
の

収
入
が
減
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　

普
通
交
付
税
は
、
地
方
自
治

体
が
自
由
に
使
う
こ
と
が
で
き

る
一
般
財
源
で
す
の
で
、
こ
の
減

少
に
対
応
す
る
た
め
に
は
、
使

う
お
金
（
支
出
）
を
節
約
す
る

必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

こ
の
よ
う
に
本
市
の
財
政
運

営
は
厳
し
さ
を
増
す
こ
と
が
予

想
さ
れ
ま
す
が
、
複
雑
多
様
化

す
る
市
民
ニ
ー
ズ
の
増
大
や
少

子
高
齢
化
な
ど
へ
の
対
応
の
ほ

か
、
保
育
所
や
学
校
の
再
配
置

事
業
な
ど
大
型
事
業
を
進
め
て

い
か
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
そ

こ
で
本
市
で
は
、
職
員
数
の
削

減
に
よ
る
人
件
費
の
抑
制
、
借

金
残
高
の
抑
制
に
よ
る
将
来
の

返
済
額
の
軽
減
、
普
通
交
付
税

の
減
少
に
備
え
た
「
合
併
特
例

措
置
逓て

い

減げ
ん

対
策
準
備
基
金
」
へ

の
積
み
立
て
な
ど
を
行
っ
て
い
ま

す
。

　

さ
ら
に
、
国
に
対
す
る
制
度

改
善
要
望
と
と
も
に
、
こ
の
ほ
ど

策
定
し
た
「
補
助
金
等
に
関
す

る
基
本
方
針
」
お
よ
び
「
公
共

施
設
の
見
直
し
方
針
」
に
基
づ

い
て
、
さ
ら
な
る
歳
出
抑
制
の
取

り
組
み
を
進
め
、
行
財
政
改
革

を
よ
り
一
層
推
進
し
ま
す
。
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